
 

『時  事  直  言』No.1817 2026 年 7 月 16 日国会議員号 
[HP] http:/ /chokugen.com/ 
[FAX] 03-3956-1313  [mail] info@chokugen.com  
[X(旧 twitter)] t_masuda2019/  [ instagram] t.masuda2026 
[Youtube] 増田俊男チャンネル/ 

 

「戦争と経済の原則」から観た高市政権 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図を見ると株価は戦争を歓迎しているように見える。   

しかし戦争が経済に与える合理的インパクト、例えば他産業への波及効果が大きい軍事産業が繁栄す

るなど、戦争は経済を押し上げる効果があるから株価が上昇するのは当然なのである。  

図に示されたそれぞれの戦争に日本は直接関与していないが、安全と経済において日本が大きく依存

しているアメリカが戦争によって栄えれば、日本経済もその恩恵を受けるのは確かである。   

かつて日本が戦った日清戦争、日露戦争、さらに第二次世界大戦は日本経済と株価にどんな影響意

を与えたのかを調べてみた。  

日清戦争の 1894年から 1896年の 2年間で日本の株価は 3倍、1904年から 1906年の日露戦争

では 8倍も上昇していた。  

日露戦争による株価上昇で投資家野村徳七は膨大な財を成し野村証券を設立、今日に至っている。  

日本は 1941 年 12 月 8 日の真珠湾攻撃で対米開戦、その後日本の敗戦が濃厚となったことから日

本の戦後処理について米英中が協議した 1943年のカイロ会議までに日本の株価は約 60%上昇した。  

戦争になると景気が良くなり株価が上がり、戦争が終わると不景気になり株価が下がることが歴史によ

って証明されている。  

日本は高市早苗によって大きく変わろうとしている。  

時事評論家 増田俊男 



30 年以上日本経済を死に体にしてきた日銀のゼロ・マイナス金利政策は利上げ政策に、財務省主導

の消極財政は高市の積極財政に、さらに 2027年に憲法第 9条が改正され、安全保障指針は専守防

衛から「攻撃は最大の防御なり」に変わる。  

自衛隊の防衛白書に中国が仮想敵国として明記され、歴代内閣が曖昧にしてきた台湾問題を高市は

「台湾の有事は日本の有事」と明確にした。  

中国は、高市政権は日本を軍国化しようとしていると非難し、人民解放軍が進めてきた対日戦争準備

を強化している。  

一方高市政権も対中戦争を想定して沖縄諸島にトマホーク等攻撃型ミサイルを配備、ドローン部隊は

人民解放軍の動静を監視している。  

中国が言う日本の軍国化は、経済死に体、対米追従の平和の時代の終焉と、今後の好況と株高を告

げるものである。  

日本は戦争を希求すれば経済繁栄、対米追従脱却、国際的存在感増に繋がる。   

平和の死に体か、戦争の自立繁栄か、もうサイは投げられた！  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「時事直言」の文章及び文中記事の引用をご希望の方は、 
事前にマスダ U.S.リサーチジャパン株式会社（FAX：03-3956-1313）までお知らせ下さい。 

大好評発売中！増田俊男の小冊子 Vol.159  

『2027 年に迫りくる日本の危機』 
現在増田俊男の小冊子 Vol.159 は大好評発売中です。 
内容は、特報！ イラン戦争の真実 ＊習近平、プーチン、金正恩三者とトランプそして高市日
本 ＊朝鮮半島有事と台湾有事と日本 ＊米軍撤退と日本の危機 ＊高市早苗の日本がアメリ
カ、中国、ロシアと肩を並べる時 ＊目覚めよ、日本！ 付録 高市内閣の「責任ある積極財政」
のからくりです。価格は、１冊 5,800 円（送料別）。詳しいご案内、お申込みについてはマスダ U.S. 

リサーチジャパン株式会社（FAX：03-3956-1313、HP：http://chokugen.com/ ）まで。 


